
 

 
 

「材料のまちづくり」を通じた街並み文化の再生に関する研究 
A Study on the Revitalization of Streetscape Culture  

through “Machidukuri Characterized by Local Materials”  
 

16794 片岡 公一 
With rising demand for a good townscape, various fields of survey, such as color scheme, façade etc. are progressing. 

However, materials are not paid research attention. The purposes of this study is to establish “Machidukuri 
Characterized by Local Materials” and to revitalize Japanese streetscape culture, through case studies in Kaneyama, 
Oumihachiman, Fukaya, and a research on Housing with Proper Environment plans 

 

１ はじめに 

１-１研究の背景 
現在、景観などに対する意識の高まりとともに、色彩や形

態など、様々な分野において、研究が進んでいる。しかし、

それらの研究や試行錯誤に基づいた町並みを見てみると、主

観的な表現ではあるが、「表面的」であるように感じるもの

も多い。「表面的である」と感じる重要な要素として、材料

に着目した。 

１-２本研究で扱う用語、概念の定義 

１-２-１街並みの文化 
街並みの形成に影響を与える要素には、大きく分けると

「自然条件（地理的条件、気候など）」と「人為的条件（制

度、技術力、社会状況など）」とがある。しかし、これらの

要素は、良質な街並みを担保するものではない。良質な街並

みを実現していくためには、「人々の良質な街並みに対する

共通認識＝街並みの文化」が必要となってくる。 

１-２-２材料のまちづくり 
材料のまちづくりの目的は以下の 3つである。 
地場産材を用いた街づくり 
質感のある街並み 
個性豊かな街並み 
ただし、「地場」という言葉に関しては、同じ市町村で産

出されるという狭義の意味での「地場産材」に限定しない。

本論文では、「地域のアイデンティティ」として材料を扱っ

ているかを、「狭義の地場産」であるかどうかよりも優先し

て考える。 
一般的に、まちづくりといっても、分野は広く、ハードか

らソフトまで含まれる。しかし、「材料のまちづくり」とい

った場合の「まちづくり」とは、最終的にハードとしての街

づくり・景観づくり・街並みづくりを目指すものを意味する。 

２ 研究の目的と研究方法等 

２-１研究の目的 

２-１-１街並み文化の再生 
本論文の第一の目的は、街並み文化の再生への道筋を探る

ことである。 
昔は自然環境や社会環境などを技術で克服することがで

きなかったので、結果として街並みの文化というものが存在

した。ところが、技術の発達、特に運送と建築の技術の発達

とともに、良質な街並みの文化というものは失われてきた。

現代の日本の街並みも広義の意味では「街並みの文化」とい

えるだろう。それは、しかし、それはどちらかというと「経

済の文化」であり、「狭義の街並みの文化＝良質な街並みの

文化」とは異なる。アジア的なカオスも一つの文化といえば

文化である。しかし、高度経済成長もとっくの昔に終わり、

人々の求めるものはアジア的カオスの示す経済的な自由の

みではなくなってきた。「広義の街並みの文化＝経済の文化」

で満足する時代は終わったのである。 
本論文で探るのは、狭義の街並みの文化の再生である。た

だ、「再生」といっても、昔の社会的なシステムなどをその

まま現在に持ち込むことはナンセンスである。現代は現代な

りの解決方法を探らなければならない。従って、良質な街並

みの文化を再び実現するという意味では「再生」であるが、

その為の手法としては「創出」となる。 

２-１-２材料のまちづくりの確立 
ハードとしての「街並み」には、形態、色彩など、様々な

要素があるが、究極的には、「材料が何であるか」というも

のが、街並みの質感に大きくかかわってくる。したがって、

街並み文化の再生を考えるにあたっても、材料を考えること

は重要である。本研究では、材料のまちづくりに関して、以

下の四つの点を明らかにしていきたい。 
材料のまちづくりの意義の明確化⇒3-1 
現在の問題点の明確化⇒3-2、4 
材料のまちづくりのポイントを明らかにする⇒4 

２-２既往研究 
建築的な視点からのまちづくりと材料の関係を扱ってい
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るものには、住宅産業における地域材の活用に関する安藤正

雄らの研究iがある。 
土木的な視点からの材料と街並みとの関係には、「景観材

料」に関する取り組みがあるii。「景観材料」は材料産業とし

ての取り組みが主である。 
都市計画の視点から材料を扱ったものとしては、三宅正弘

iiiらの研究がある。しかし、これらの研究は、「石」に焦点

を絞ったものである。より一般的に材料とまちづくり、街並

み形成について扱った研究はない。 

２-３研究方法 
第 2章～第 3章は、主に文献や既往研究の収集、分析と、
行政資料の比較、分析によって行なった。第 3章のＨＯＰ
Ｅ計画に関する部分は、建設省住宅局住宅整備課監修の

「HOPE計画～地域に根ざした住まい・まちづくり 地域
住宅計画 」のに掲載されている、策定自治体作成による概
要、346件を分析することで行なった。 
第 4章のケーススタディについては、各都市の行政担当
者、企業、地域の工務店、関係専門家にヒアリングし、関係

資料を分析することで研究を進めたiv。 

３ 材料をめぐる状況の概観 

３-１質の高いまちを求める社会の動き 
戦後の材料をめぐる歴史を見てみる。1940～60年代は荒
廃した社会政治情勢を背景として、住宅建材をはじめとした

材料産業も、質よりも量を求めていた。しかし、1960年代
の後半になって、主に歴史的な地区から景観への取り組みが

始まる。ここで初めて景観面から、「修景」という枠組みの

中で、建造物に対する材料の指定が行われることになる。

1970年代になると、景観面では歴史的環境に対して「伝統
的建造物群保存地区」が創設されるなど、1960年代後半の
取り組みが実を結んでくる。また、産業面としては、木材の

輸入が進み、それに対して策として、産直住宅が開始された

ところもある。1970年代は戦前までの生産形態が完全に終
焉した時期といっても良いだろう。産業と景観との結びつき

は見られない。 
産業と景観が再び結びつきを見せるようになるのは、

1983年のHOPE計画創設の時となる。しかし、HOPE計
画の中でもほとんどの地域は、地場産業振興もしくは景観の

どちらかの取り組みに偏っており、2つの分野が融合し、材
料のまちづくりがうまく行っている地域というのはほとん

どないのが現状である。ＨＯＰＥ計画の現状については 3-2
材料のまちづくり全国的な傾向において詳しく述べる。 

３-２材料のまちづくり全国的な傾向～HOPE計画を例に 

３-２-１ＨＯＰＥ計画の概要 
HOPE計画は、「地域に根ざした住まい・まちづくり」を
進める制度として昭和 58年度に旧建設省において創設され
た。HOPEというのは、Housing with Proper Environment
の頭文字をとったもので、それぞれの地域の気候・風土、伝

統、文化、地場産業などを大切にしながら、地域の発意と創

意により住まいづくり・まちづくりを推進することを目的に

している 。平成 14年時点で、全国で延べ 430件の計画が
定められている。HOPE計画の中で、地場産材の活用は、
大きなテーマのひとつでもあり、年によって材料を扱ってい

る事例の少ない年はあるが、全体を通してみると経年的に顕

著な件数の変化はあまりない。材料のまちづくりの全国的な

傾向を調べるにあたり、HOPE計画を対象とするのは有効
といえる。 

３-２-２調査の目的 
3-1において、材料をめぐる歴史を見てみると、HOPE計
画にいたるまでは、産業と景観の乖離が進んできたことがわ

かった。HOPE計画では、両者の結びつきが重要視されて
いるが、実態は明らかになっていない。そこで、この調査で

は、 
HOPE計画における、材料の扱われ方 
産業と景観の結びつきの実態 
産業と景観が結びつく意義の再確認 
を明らかにすることを目的とする。 

３-２-３調査結果 
HOPE計画において、地場産材がどのように扱われてき
たかというのを示したのが以下の表１であるv。 
表１ 調査結果  

 項目 合計 

掲載されている件数(策定件数は 395) 346件

材料を扱っている件数 190件

材料を扱っている割合 55％ 

主な施策として材料を扱っている件数 104件

主な施策として材料を扱っている割合（％） 30％ 

一般的な景観 47件 

伝統的環境型(町並み保存など) 25件 

地
場
産
以
外
の
材
料
も 

含
め
た
材
料
に
関
す
る
施
策  

自然環境型(自然との調和) 12件 

 地場産材の使用 120件

 地場産材を扱っている割合（％） 35％ 

 職人育成 30件 

 モデルケース（地場産材を使った公営住宅の建設な

ど） 83件 

 

 
クロス分析結果 
・掲載されている事例のうち、55％に材料に関する記述が
見られる。また、掲載件数の 35％に地場産材に関する記
述が見られる。 
・施策の目標や計画などの主な項目として材料をあげている

表２ 景観との関係 

景観として扱ってい

るもの 

景観として扱ってい

ないもの 合計   

  件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

地場産材の使用 47 25.1(A) 68 36.4(B) 115 61.5  

地場産以外の材料使

用 36 19.3(C) 36 19.3(D) 72 38.5  

合計 83 44.4 104 55.6 187 100.0 



 

事例は、掲載件数のうちの 30％にあたる。 
・景観として地場の材料を扱っているものは、掲載件数のう

ちの約 25％となる。 
・扱われている地場材料は木材が一番多く、次いで瓦や石、

レンガなどとなっている。 
 
表１を見てみると、（Ａ）「景観という視点で地場産材を扱

っている件数」よりも（Ｂ）「景観としては地場産材を扱っ

ていない件数」のほうが件数が多い。ＨＯＰＥ計画で材料を

取り上げている件数の約 1/4は地場産材の活用を景観とい
う視点からも扱っている。しかし、地場産材を景観という視

点から扱っていない自治体は、それよりも多く 1/3以上とな
る。後者では、住宅という「建築レベル」では地場産材の活

用を考えているが、「まちレベル」では考えていないという

ことになる。 
ＨＯＰＥ計画に関する調査の中で、地場産材を景観として

取り扱っていない自治体の中には、単なる住宅マスタープラ

ンと考え、住宅単体でしか地場産材を取り扱おうとしていな

いものが多い。そのような自治体に関しては、「景観」とい

う視点でもって、地場産材を捉えなおすことも必要であろう。 
一方で、景観という視点から取り扱おうとして、うまくいっ

ていない自治体も多い。実際にＨＯＰＥ計画では「景観」と

「地場産材」の関連が述べられている自治体でも、その後の

計画の実施状況を見てみると芳しくないところも多い。その

ようなところでは、何が問題なのであろうか？また、解決の

方向性としてどのようなことが上げられるのだろうか？次

章のケーススタディーでは、産業振興と景観という視点を持

ちつつ、計画の実行性と継続性を高めるためのプロセス・手

法について明らかにしていきたい。 

４ ケーススタディ～金山 

４-１金山町の概要 
金山町は、山形県の東北部に位置し、人口 7600人の町で
ある。樹齢 250年を越すような「金山杉」の産地として有
名であり、大工、左官、板金などの建築にかかわる、いわゆ

る「金山職人」が多い。 
金山町では全国的にも早い昭和 38年から景観施策に取り
組み、昭和 53年に、金山職人の技術を磨き、地場産業の振
興を図ることをねらいとして、「住宅建築コンクール」を開

催し、地場産材を使った「金山型住宅（切妻屋根に白壁、杉

の下見板）」の普及を図ってきた。昭和 59年にはHOPE計
画を策定し、昭和 61年には「街並み景観条例」を策定した。
地場産材の活用によるまちづくりとして有名な市町村のひ

とつである。 

４-２金山町のプロセス 

４-２-１景観づくりの土台形成期 
 1957年、金山町公民館運営委員と専門委員によって、
全ての地区において、「地区巡回懇談会」が開催され、その

テーマの一つとして、「住居や環境を清潔にしましょう」と

いうことが話し合われている。これは現在でいう住民参加の

一つである。1963年には「全町美化運動」として、環境・
衛生施策的な啓蒙活動が行われた。当時は景観という概念が

まだなかったが、これは後に「美しい景観づくり」へと繋が

っていくものである。この時期に、住民が参加して、まちの

環境について考えたということは、後に、金山杉を CIとし
てまちづくりを行っていくこと、景観条例をはじめとした、

様々な景観施策を行っていくことへの住民の理解を深め、協

力を取り付ける布石となった。 

４-２-２金山杉の CI化 
 秋田県の県境に位置する金山では、昔は、町内で伐採し

た杉を秋田の製材所に運び、秋田杉として出荷していたこと

もあった。しかし、1970年代後半から、景観への意識の高
まりとともに、杉を活かした町並みをつくっていこうという

気運が盛り上がる。特に、1978年からの「住宅建築コンク
ール」は地元の素材と技を使った住宅に対する、住民の意識

と、職人の意識、技を高める大きなきっかけになった。コン

クールの内容としては、優れた住宅を建てた大工を表彰する

もので、町外の建築も審査の対象になっている。 

４-２-３素材の使い方の提示 
 「住宅建築コンクール」は、回を重ねていく中で、徐々

に金山町の住民の好むかたちと言うものが見えてきた。デザ

インのベースは金山の伝統的な建物であるが、それをいかに

現代のライフスタイルに適応させていくか、という工夫を大

工が重ねた結果、1986年からの町並み景観条例により補助
対象となる「金山型住宅」の原型となった。 
 1997年の「金山町街並み景観条例」の改正で、名称は「金
山町風景と街並み景観条例」に変更された。これに伴い、補

助金の最高額が 30万円から 50万円に増加し、適用件数や
助成金額もそれまでよりも大幅に増加した。 
 助成金適用の基準も、それまでは色彩さえ守れば認められ

ていた新建材が、実質上排除され、より「本格志向」が強ま

っている。 
金山でのプロセスを見てみると、住宅建築コンクールで、

町内の多くの大工が参加する形で行なわれ、その中で見えて

きた住宅のあり方を条例のデザインの基準にしたことが、そ

の後の条例の実行性につながっていると考えられる。 
その効果としては、 
・大工の意識の向上 
・金山にふさわしい住宅に対する大工の共通イメージの形成 
・木の家のよさをどのように生かしていくか？ 
・現代の生活と昔からの建築の技術をどのように融合させる

か 
といったことがある。つまり、民間の産業振興の取り組み

が、景観形成の取り組みともなり、後に行政の景観形成の基

準になっている。 

４-３材料に求められること 

４-３-１スクリーン効果 
 地域に根づいて責任を持って、景観形成をしていくとい

う意識の浸透や、地域内での経済循環、また、そもそも、「真

似」のデザインが景観に寄与できるかという問題もあり、や

はり、地域内の工務店が建設する住宅のほうが優先されるべ

きである。金山ではそのような考えに従って、以前は、壁面

は色彩の規定しかなかったが、現在は景観形成基準を変更し



 

て塗り壁しか認められていない。そのようにすることで、よ

り外部の大手業者の参入へのハードルを高くしている。 
 このように、地域独自の建築を育てていくことで、間接的

に地域外の様式の進出に対してハードルを設けることを、本

論文では「スクリーン効果」と呼ぶこととする。 
 金山では、行政担当者も、このようなスクリーン効果を念

頭において景観行政にあたっているようである。もちろん、

景観行政の第一の目的は地域独自の景観形成である。従って、

条例自体は地域外の様式の「排除」が目的ではない。ただ、

地域独自の景観を創ろうとすれば、必然的にハウスメーカー

などの建築物の増加を抑える必要があるのである。  

４-３-２金山町の景観や金山型住宅のデザインについて 
 金山のまちを見ていると、このように CIとして素材を
打ち出して、住民に受け入れられて実際に普及するかどうか

は、素材を使う対象（例えば金山型住宅）が、①経済性、②

良質なデザイン、③現代のライフスタイルへの適合（合理性）、

という３つの要素をバランス良く含んでいるかどうかであ

ることが分かってくる。 

４-３-３経済性に関して 
助成金額については、50万円を上限であるが、一般的に
住宅建築費の建材部分が 20％程度であると言われており、
住宅建築費が 2500万円とすれば、その 20％は 500万円と
なる。助成金 50万円は 500万円の 10％となり金山型住宅
を採用するインセンティブに十分となっているようである。 

４-３-４合理性に関して 
金山は雪国であるため、景観形成基準の中でも、特に雪対

策の合理性は重要視されている。具体的には、コンクリート

による高床式の家などが良く議論に上っている。デザインを

考えると、高床式は必ずしも良いものではないかも知れない

が、雪対策ということを考えると、今のところ排除はできな

い。ただし、現在もよりよいデザインで雪対策が出来ないか

と模索は続いている。 

４-４各主体の取り組みについて 

４-４-１産業としての取り組み 
・ 金山杉のＣＩ化 
材料産業としてやってきたことの中で、一番大き

なものは、ＣＩとして金山杉を位置付けることが

できた、ということであろう。林業が、地域の中

心となる産業であるので、人々の「ＣＩとして金

山杉を位置付ける」ことに対するコンセンサスも

得られやすかったと考えられる。 
・ 住宅建築コンクール 
 ＣＩを行なっていく中で、人々への普及という

ことに関して一番大きな影響があったのは、住宅

建築コンクールであろう。住宅建築コンクールの

効果としては、 
１．参加者の資格を「町内の大工」とすることで、

町内のものには幅広く参加を呼びかけ、また、町

外の大工への差別化を図ることができた 
２．建物自体は町外の建築でも審査対象となるの

で、まちの外への金山型住宅進出は全く阻むもの

ではなかった。現在もまちの外へ金山型住宅が進

出しており、地域経済として、金山への資金流入

がある。 
３．大工の意識の啓蒙と統一という役割を果たす

ことができた 
４．金山の伝統的な住宅の良さを捨てずに現代の

生活の豊かさを享受できるデザインのあり方が、

多くの大工によって探られてきた。 
 といったことがある。 

・ 商業ベースの取り組み(合理性) 
 森林組合では、「木の家作りネットワーク」とし

て、金山の木の良さを生かした産直住宅の取り組

みも行なわれている。 
 森林組合へのヒアリングでは、6 割は県外で売
っている。町内には 3割、東北県は 3割首都圏は
3 割といった感じで、ここ２～3 年はこの割合で
推移しているという。 
 その成功の要因の一つとして大きくあげられる

のは、商業ベースで合理的に行っているというこ

とである。 
 住宅コンクールなどでは、金山型住宅のデザイ

ンと現代生活との融合を合理的に行なっていたが、

住宅供給のシステムにおいてもこのような合理性

が発揮されている。しかし、それは合理性、経済

性のみ追求ではなく、あくまでも、デザインなど

の質の良さとのバランスにおいての合理性、経済

性の追求であることが金山の特徴である。 
 また、地域経済ということを考えると、地域内

では、金山の工務店(大工)による住宅の建設は地
域内の経済の循環に貢献し、森林組合の「木の家

作りネットワーク」は、主に地域外で儲けて、金

山への資金流入を助けるということで、地域経済

の活性化としては理想的なバランスと考えられる。 

４-４-２行政の取り組み 
・ 継続性 
金山での成功の要因の一つとして、行政の施策の

継続性ということがあげられる。金山では、行政

の施策の方針として、「100年先を見据えた」まち
づくりを行なうことがあげられている。そのよう

な継続性を発揮するために、例えば行政のまちづ

くりの担当者も短期間で変わるということがなく、

長期間同じ人物が行なっている。 
 また、そもそも金山の成功の要因として、歴代

の町長が金山でも一番大きな林家出身であったと

いうことが言える。林業においては、木が育つの

に数十年単位の期間がかかる。歴代の町長も、ま

ちづくり林業も同様に、長期間の戦略を持って進

めるということに理解があり、実践することがで

きた。 
・ 長年の住民へのアプローチ 
 また、行政の担っている役割の一つとして、住

民へのアプローチということがあげられる。 
 金山では、1960 年代、70 年代からの住民参加
の歴史がある。この中で、行政と住民の信頼関係

が形成されてきたということが言えるだろう。ス

クリーン効果については、「地域外の建築様式の排

除」ととられかねないものであり、景観条例など

でスクリーン効果を発揮していくためには、住民

の深い理解がなければ推進していくことはできな

いであろう。 
・ 景観形成と条例の柔軟な運用 



 

 景観形成では、行政の担当者自身が 4-3 で述べ
たような項目に留意しながら条例を制定・運用し

ていることがわかってくる。特に、デザイン性に

ついては重要である。行政担当者へのヒアリング

では、景観形成基準自体も現代との生活とどのよ

うにマッチさせていくかということを考えてある

が、条例の運用や基準の見直しも常に考えている。 
・ スクリーン効果 
 行政として、スクリーン効果をいかに発揮させ

ていくかということは景観形成上も、地域経営上

も重要である。たんに条例の基準のみでスクリー

ン効果を発揮するのではなく、行政担当者も、そ

のような効果を考えながら、常に条例の基準の更

新を考えたり、運用したりしている。 

４-４-３専門家の役割 
金山において、専門化が果たしてきた役割は大きく分けて

三つある。金山に長く関わっている専門家としては、林、片

山、住吉の 3人がいる。この 3人は、林は建築、住吉はソ
フト、片山はそれらの間をつなぐもの（橋なども）、という

分担で、1970年代から継続的に金山に関わってきている。 
この3人の専門家が果たしてきた役割としては主に次の2
点がある。 
・ 行政のコンサルタント 
行政の担当者と専門家とは、気軽に電話で何でも

相談できる関係であるという。そのような関係が

継続的にあるため、まちづくりとしても、長期的

な戦略に基づいて、各施策を実行していくことが

できている 
・ 手本を示す 
 建築や土木の設計において、デザインの手本を

示してきたというのも専門家の重要な役割であっ

た。 
 ただし、片山氏へのヒアリングの中で、「建築家

としては、自己主張したいという気持ちもあるが、

それは、昔からの構造や、街並みの統一感という

ものの中でやるようにしている」というこめんと

があり、ただ単に先進的な構造を使ったりして、

自分の建築を町の人へ紹介するのではなく、「金山

における建築がどうあるべきか」ということを念

頭につくっているようである。また、このような

「手本としての建築」のデザインを、そのまま条

例などの基準としているのではない。条例などの

基準は、あくまでも地元の工務店などが、自分達

の得意な技術で建築していく中で、よいデザイン

のものを実現しなくてはいけないため、そのよう

な「手本としての建築」を基準とするのは、地元

の技術との乖離などが生じる可能性があるため、

非常に危険である。 
 

５ 結論 

５-１「材料のまちづくり」実現の要件 

５-１-１４つの主体の関わり 
材料のまちづくりは、「住民対行政」、「民間企業対行政」

といった、一対一の関係では進まないことが第一の特徴であ

る。住民、行政、民間企業、専門家という４者が協力し、連

携をとりながら勧めていく必要がある。特に、材料産業や地

域工務店などと住民が、同じまちづくりの土台に立たなけれ

ば、材料のまちづくりはうまく進まないだろう。 

５-１-２産業振興と景観の綿密な連携・協働 
材料のまちづくりは、一般的なまちづくり景観の施策と異

なり、産業振興と大きなかかわりをもつことがわかった。従

って、産業振興の面から景観を捉えることと、景観の面から

産業振興を捉えることの両者が重要である。近江八幡と金山

の取り組みを比べることにより、特に、景観の面から産業振

興を考えることが、発展性につながることがわかった。 

５-１-３材料生産業者や地域工務店等の重要性 
・材料生産業者や地域工務店等まちづくりの意識 
例えば家を建てたいと思っている消費者がいるとする。そ

の消費者は、家に対して様々な想い、憧れを持っているとす

る。しかし、その消費者は、自身が専門家でもない限り、地

域の工務店やハウスメーカーに相談に行った場合、工務店も

しくはハウスメーカーの示した選択肢の中から、自分の要求

に一番見合ったものを選ぶこととなる。つまり、一見、消費

者が要望を出し、それに応えるようにプランが提示されてい

るようではあるが、実はそのプランは、工務店・ハウスメー

カーの「できること、得意なこと」という枠の中でしかない。 
従って、地域工務店が、まちづくりの意図を理解し、まち

の将来像と消費者の要望を融合させたものを、消費者である

施主としての住人に提示できれば、自然にまちづくり、景観

形成というものが進んでいく可能性が高い。 
・工務店などのコンセンサスと営業力・プレゼンテーション

能力の向上 
消費者が、材料について真の意味では知らないということ

の要因の一つに、消費者に直接接する工務店などが、大手の

ハウスメーカーなどに比べて営業力、プレゼンテーション能

力がないということがあげられる。 
大手の企業は、消費者の求めているものを詳細に分析し、

それに応えるように製品を改良し、消費者に対してプレゼン

テーションを行うということを常に行っている。それに対し

て、小規模な工務店などは、在来工法などのよさを消費者に

対してアピールする能力がないなどの問題がある。この問題

の原因の一つとしては、行政などのまちづくりを行っている

組織と、消費者と直接接する組織である工務店などとの連携

がうまく取れていないことがある。つまり、まちづくりを行

おうとしている組織は、HOPE計画などに見られる「～型
住宅」のように、消費者に対してどのような物を提供してい

ったらよいのかと言うことを考えているが、実際に消費者と

接する工務店などが、まちづくり組織との連携がないために、

まちづくり組織の意図が消費者に伝わらないのである。 
このような問題を解決するためには、まず、地域内のより

多くの工務店が、行政などのまちづくり組織の考えているこ

とを理解し、更にはまちづくり組織と共にまちについて考え

ることで、自分たちの地域にふさわしい建物、デザインを理

解する必要がある。自らが良さと、意義を理解しない限りは、

消費者にアピールすることはできないからである。 
・より良い製品・工法などの開発と普及 
また、消費者が何を求めているのかと言うことをしっかり



 

分析し、更に、大手企業との差別化をどの様にして図ってい

ったらよいのかと言うことを研究することも重要である。こ

の手段としては、地域の工務店などに競争意識をもたせるこ

とも有効であろう。また、様々な製品開発や技術開発、流通

システムの改善によるコストダウンも重要である。 

５-１-４スクリーン効果 
材料の地域内の循環による経済効果と景観形成を行なっ

ていくためには、地域外のものに対していかに「スクリーン

効果」を発揮していくかというのが重要である。その為には、

条例などにより、まちの外のものと内のものの差別化を図る

だけでなく、人々が地域のものを自主的に選択するようにな

るようにプロセスを組み立てなければならない。 

５-１-５工法等技術的な部分とプロセスの関係 
材料のまちづくりでは、その地域でテーマとなっている材

料が、実際にまちづくりの中で使っていけるか、また、どの

ように使っていけばよいのかということをきめるためには、

その地域での生産・施工のための技術的な裏づけがなければ

実施できない。したがって、プロセスの中でも技術的な部分

をどのように扱っていくのかということが重要となってく

る。特に、建物や街並みのデザインを考え、どのような景観

形成を行なっていくかということを考える際に、なるべく多

くの地域工務店などの生産・施工サイドの人間がまちづくり

に参加するかということが、その後の景観形成の実施の際の

実行性に大きく影響するということがわかった。 

５-１-６専門家のあり方 
専門家は、地域の人が持っていない専門知識に基づいてア

ドバイスなどが求められる。しかし、その際に、実施するの

は地元の人間であるということを踏まえなければならない。

つまり、専門家自身の絶対的な価値基準の中でよいと考えら

れるものを地元に対して提示するのではなく、あくまでも地

元の持っている技術などの能力を見極め、それをベースによ

り良いものを提示すべきである。一般的なまちづくりにおい

て専門家に求められるのは、地域の現状を把握し、それに対

して客観的な判断を下すということであるが、材料のまちづ

くりにおいては、地元の技術というものを見極め、「高度す

ぎる」ものを提示せずに、あくまでも地元の得意な技術の延

長上にあるものを提示していくことが必要である。 

５-１-７住民参加 
住民のコンセンサスを形成するということが、結局、計画

などがどれだけ実現するのかということにつながるので、他

のまちづくりのプロセスと同様に、どれだけ住民参加を勧め

ていくかということは重要である。しかし、材料のまちづく

りにおいては、「住んでいる人」を対象とした住民参加だけ

ではなく、生産者、施工者など材料にかかわりを持つ幅広い

主体の人々の参加が必要である。 

５-１-８条例やデザインなどの柔軟な運用 
まちづくりを実施していくためには、景観条例などを定め

て運用していく必要がある。この際に、デザインを柔軟に運

用し、人々に使われやすくしていく必要がある。住民から見

て使いやすい条例でなければ、普及は望めない。一方で、使

いやすい条例を目指しても、実現されるデザインの質を落と

すことは、結局条例自体の魅力をなくすことであるので、質

を保つために、施工業者の啓蒙など、純粋な条例運用以外の

部分での取り組みが必要である。 

５-１-９まちづくりの戦略性と継続性 
材料のまちづくり、更には街並み文化の再生には長い時間

がかかるものである。従って、まちづくりとしても著機的な

視点を持った戦略性と、それを実施していくための継続性が

求められる。住民はそこに長い間住んでいるために、比較的

継続性を持つことは容易であるが、行政担当者と、専門家の

長期戦略に基づく継続性というものは、特に重要でありにも

関わらず、現在の日本にかけがちなものである。 

５-２まとめ 
材料のまちづくりは、他の種のまちづくりと異なり、社会

的・経済的な総合性が求められる。現在、「住民参加」とい

う言葉は盛んに叫ばれているが、「職人参加」や「企業参加」、

「産業参加」を行いながらの、景観形成が必要となる。今後

は、「住民参加」という言葉で様々な主体をひとくくりにせ

ず、それぞれの主体にあわせた、参加のための都市計画の手

法を確立していく必要がある。材料のまちづくりに求められ

る課題を一つ一つ解決していくことは、地域の街並み文化を

形成していくことにつながるだろう。 
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